別記様式（第2条関係）
	固定資産税課税免除申請書
年月日
野迫川村長　殿

住所（所在地）　　　　　　　
氏名（名称）　　　　　　　 ㊞
代表者氏名  　　　　　　　㊞
電話番号　　（　　　）

過疎地域における村税の特別措置に関する条例第3条の規定により次のとおり申請します。

	事業の種類

	新増設に係る工業生産設備操業開始の日

農林水産物販売業・情報サービス業等・旅館業の場合は、その開始の日
　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日

	事業年度

(法人の場合)　　　　　　　　　年　　月　　日～　　　　年　　月　　日

	新増設に係る設備等の

取得価額の合計額　①＋②　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円



	報サービス業等若しくは旅館業設備及びその敷地

新増設に係る工業生産設備・農林水産物販買業設備・情
	償却資産
	工業生

産設備
	取得
年月日
	減価償却

開始
年月日
	取得価額

①
	特別
償却の

有無
	耐用
年数
	備考

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	家屋
	家屋の
用途構造
	取得
年月日
	減価償却開始
年月日
	取得
価額
②
	床面積
	特別
償却の有無
	耐用年数
	備考

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	土地
	取得年月日
契約年月日
	所在地
	工場用建物等の建設着手年月日
	土地の取得面積A
	左の取得価額
	Aの内対象事業用建物敷地面積

	
	
	
	
	
	
	
	

	（注意）既存の工場設備等を他から移転し、若しくは、譲り受けたものがある場合には、備考欄にその旨記入すること。
添付書類
1　事業所全体の見取図（取得価額の判定の基礎となる工業生産設備・農林水産物販売設備・情報サービス業等又は、旅館業設備、課税免除の対象となる資産等を明示するものであること。）

2　事業所の年次別建設計画及びその実績を明らかにする書類

3　事業の用に供した日、取得価額、耐用年数、特別償却の有無等を明らかにする書類
4　製造業・旅館業で、法人の場合は、資本金の額を明らかにする書類
5　その他、上記記載事項を証明する書類


